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庄内空港利用全国大会出場支援助成金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 庄内空港利用振興協議会（以下「協議会」という。）は、庄内空港を利用し

てスポーツや文化芸術に関する全国大会に出場する児童生徒に対して、航空運賃の

一部を支援することにより、若い世代の航空機利用促進による庄内空港の持続的な

利用拡大を図る。 

この要綱に定めるところにより、庄内空港の利用振興に寄与するために必要な経

費について、予算の範囲内で助成を行う。 

（助成対象の大会） 

第２条 助成の対象となる大会（以下「大会」という。）は、小学校・中学校・高等

学校・高等専門学校・特別支援学校の児童生徒が出場する山形県予選（県予選がな

い場合は東北大会）を経て行われるスポーツや文化芸術に関する全国大会とする。 

（助成対象等） 

第３条 助成対象者、交付申請者及び助成対象経費は、次の表のとおりとする。 

助成対象者 交付申請者 助成対象経費 
 
山形県の代表として出場

登録する児童生徒（山形

県内に住所を有する小学

校・中学校・高等学校・高

等専門学校・特別支援学

校の児童生徒に限る。） 

 

 
次のいずれかとする。  

１ 児童生徒が在籍する学校

の長 

２ 児童生徒が所属するスポ

ーツ少年団の代表者 

３ 協議会が適当と認める者  

 
庄内-羽田線の航空運賃 

 

（助成対象期間） 

第４条 助成金の交付対象期間は、搭乗日が令和７年７月１日から令和８年３月 15 日

までとする。 

２ 協議会は、予算の執行状況等により、助成対象期間内であっても助成を打ち切る

ことができる。 

３ 協議会は、指定便が欠航した場合には助成の対象としない。 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、第３条に規定する助成対象者一人当たり次の額とする。 

（１）片道利用  5,000 円 

（２）往復利用 10,000 円 

２ 団体出場の場合は、10 万円を上限とする。 

３ 他の自治体等が行う交通費助成事業及び協議会が実施する他の助成事業との併用

は認めない。 

４ １申請あたり庄内－羽田線 1 往復を上限とする。 
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（交付申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」という。）は、大会

出場前に助成金交付申請書（様式第１号）を協議会に提出しなければならない。 

２ 前項の交付申請書には、次の各号に掲げる関係書類を添付しなければならない。 

（１）大会実施要項又は大会日程や会場、出場者等が確認できる書類 

（２）予選の結果が確認できる書類 

（３）その他協議会が必要と認めるもの 

（交付決定） 

第７条 協議会は、前条の交付申請に係る書類を審査し適当と認めた場合は、予算の

範囲内であることを確認した上で、助成金の交付の決定を行う。 

２ 協議会は、交付決定の内容を交付決定通知書（様式第２号）により交付申請者に

通知する。 

（実績報告及び助成金の請求） 

第８条 第７条第２項の交付決定を受けた交付申請者は、大会終了後、実績報告書兼

助成金請求書（様式第３号）を速やかに協議会まで提出しなければならない。 

２ 前項の実績報告書兼助成金請求書には、次の各号に掲げる関係書類を添付しなけ

ればならない。 

（１）搭乗券又は搭乗証明書など搭乗した事実が確認できる書類（写し可） 

（２）その他協議会が必要と認めるもの 

（助成金の支払い） 

第９条 協議会は、前条の実績報告書兼助成金請求書の内容を審査し、適当と認めた

場合は、速やかに交付申請者に助成金を支払う。 

（交付決定の取消し） 

第 10 条 協議会は、この要綱の規定に違反した場合及び不正な申請を行った場合

は、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（助成金の返還） 

第 11 条 助成金の交付が取消された場合においては、既に交付されている助成金に

ついて、協議会が指定する期日までに、遅滞なく協議会に返還しなければならな

い。 

（手続きの電子化） 

第 12 条 申請者は、第６条、第８条に定める書類を協議会に電子媒体（ＰＤＦ）に

て提出することができる。 

２ 協議会は第７条第２項に定める書類を電子媒体（ＰＤＦ）にて通知することがで

きる。 

（その他） 
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第 13 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、協議

会が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和７年６月 27 日から施行する。 


